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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
当社は、外部からの情報提供に基づき当社監査役が調査を行ったところ、2016年4月期の費用計上に関して不適切な

会計処理が行われていた可能性があることが判明したため、2020年７月28日、特別調査委員会を設置の上、調査を進め

て参りました。特別調査委員会による調査の結果、2016年４月期の費用支出は2015年４月期の売上に関する資金循環ス

キームの精算に関係したものであり、従って2015年４月期の売上高の一部は架空の取引であったとの可能性が判明いた

しました。そのため、当社は、2020年８月31日より、調査体制を当社から独立した中立・公正な社外委員のみで構成さ

れる第三者委員会へ移行の上、上場直前期である2015年４月期の架空売上が当社経営陣の主導により行われたのか否か

の観点も含め、より透明性の高い客観的な調査を進めて参りました。

2020年９月28日に第三者委員会から調査報告書を受領し、2015年４月期の売上高の一部は架空であり、当該取引に関

する入金額はその後、別の虚偽の名目で当社より支払われ、外部の協力者へ還流していたこと、またその他の取引にお

いても、一部売上高や売上原価その他の費用の計上について先送りや繰り延べ等があった、との報告を受けました。

当社は、報告内容を検討の結果、架空の売上高とその代金回収、及びその回収資金の補填へと充てられた当社から資

金支出に関連する会計処理を取消すとともに、その他指摘を受けた不適切な売上高や売上原価その他の費用等の計上処

理の訂正を行うため、2015年４月期の有価証券届出書、2016年４月期から2019年４月期の有価証券報告書、並びに2017

年４月期の第１四半期から2020年４月期の第３四半期までの四半期報告書についての決算訂正を行うことといたしまし

た。

なお、訂正に際しては上記取消・訂正に付随する消費税・法人税等に関する訂正や、過年度において重要性がないた

め訂正を行っていなかった事項及び今回の監査の過程において新たに検出された事項の訂正も併せて行っております。

これらの決算訂正により、当社が2017年９月14日に提出いたしました第14期第１四半期（自　平成29年５月１日　

至　平成29年７月31日）に係る四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24

条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。なお、訂正後の財務諸表に

ついては、有限責任 あずさ監査法人よりレビューを受けており、その四半期レビュー報告書を添付しております。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第１　企業の概況

第２　事業の状況

第４　経理の状況

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、

訂正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期

第１四半期
連結累計期間

第14期
第１四半期
連結累計期間

第13期

会計期間
自平成28年５月１日
至平成28年７月31日

自平成29年５月１日
至平成29年７月31日

自平成28年５月１日
至平成29年４月30日

売上高 （千円） 864,326 1,112,170 3,968,748

経常利益又は経常損失（△） （千円） △24,196 101,927 292,701

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） △17,031 59,422 176,115

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △17,031 67,296 179,943

純資産額 （千円） 926,896 1,223,685 1,155,638

総資産額 （千円） 1,542,231 1,959,167 1,905,261

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） △2.31 7.98 23.72

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － 7.57 22.73

自己資本比率 （％） 60.1 60.4 58.9

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第13期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

４．平成29年５月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。第13期の期首に当該株式分割

が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式

調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が継続し、全体として緩やかな回復基

調で推移しました。

当社グループの事業領域にかかわる住宅不動産業界におきましては、マイナス金利政策により、住宅ローン金利

は低水準で推移しており、新設住宅着工戸数は前年の水準を上回っております。

主力の高性能デザイナーズ住宅「R+house」においては、会員数の増加に伴って引き続き受注数を伸ばし、ロイ

ヤルティを中心として堅調に推移しております。受注増に伴い、前期子会社化した株式会社アール・プラス・マテ

リアルにおける部材販売も伸長し、事業の垂直統合が進んでおります。

デザイナーズセレクト住宅「アーキテクチャル・デザイナーズ・マーケット」においては、平成28年９月の一般

募集の開始以降、平成29年７月末時点で全国100エリアを突破いたしました。中長期的なトレンドとして、所得低

下や物価上昇による住宅消費者の購買力低下が予測され、さらに消費税10％引き上げ前の建て替え需要の発掘が求

められる住宅会社にとって、従来のビジネスモデルを超える新たな取り組み（注文住宅や建売住宅とも異なる新た

なブランド）として、一定の評価を得ております。

また、「不動産相続の相談窓口」においては、相続市場への関心の高さを反映して、平成29年４月末に100エリ

アを達成して以降も、引き続き会員数を伸ばしております。６月には、全国の建築会社・不動産会社の会員企業を

集めた、第１回「不動産相続の相談窓口」全国大会を開催し、今後の施策として「相続勉強会」の全国一斉開催、

不動産－顧客データベースシステムの構築、クラウドファンディングサービスの提供を行い、資産管理を行うネッ

トワークへの進化を図っていくことが示されました。

一方、連結子会社である、不動産コンサルティング事業を展開する株式会社K-コンサルティングにおいては、７

月に国土交通省の「地域の空き家・空き地等の利活用等に関するモデル事業」の実施者に採択されました。

販売費及び一般管理費については、引き続き将来の成長に向けたブランディング活動や人材の採用を積極的に進

めております。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は1,112百万円、営業利益は100百万円、経常利益は101

百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は59百万円となりました。

 

(2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は1,959百万円となり、前連結会計年度末と比べ53百万円増加し

ました。その主な要因は、流動資産のその他に含まれる前渡金が41百万円、モデルハウス用地を中心に有形固定資

産が31百万円増加したことによるものです。

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は735百万円となり、前連結会計年度末と比べ14百万円減少しま

した。その主な要因は、流動負債のその他に含まれる前受金が35百万円増加した一方で、未払法人税等が51百万円

減少したことによるものです。

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は1,223百万円となり、前連結会計年度末と比べ68百万円増加

しました。その主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が59百万円増加したこと

によるものです。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(4）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費の金額につきましては、当社グループの研究開発活動が事業開発

部門の業務の一環として行われているものであることから、区分計上しておりません。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,320,000

計 22,320,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年９月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,449,300 7,449,300
東京証券取引所

（マザーズ）

完全議決権株式であ

り、株主としての権

利内容に何ら限定の

ない当社における標

準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 7,449,300 7,449,300 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年５月１日
（注）１

4,964,200 7,446,300 － 356,112 － 285,710

平成29年５月１日～
平成29年７月31日
（注）２

3,000 7,449,300 375 356,487 375 286,085

（注）１．平成29年５月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。

２．新株予約権の行使による増加であります。

 

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年４月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成29年７月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　2,481,600 24,816 －

単元未満株式 普通株式　　　　500 － －

発行済株式総数 普通株式　2,482,100 － －

総株主の議決権 － 24,816 －

（注）平成29年５月１日付で普通株式１株を３株に株式分割しております。これにより株式数は4,964,200株増加し、発

行済株式総数は7,446,300株となっております。

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年５月１日から平

成29年７月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年５月１日から平成29年７月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年４月30日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年７月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,229,612 1,208,100

受取手形及び売掛金 238,130 250,083

商品 39,258 32,760

繰延税金資産 19,516 13,427

その他 65,258 113,357

貸倒引当金 △2,493 △4,738

流動資産合計 1,589,283 1,612,990

固定資産   

有形固定資産 150,530 181,781

無形固定資産 25,331 24,465

投資その他の資産 ※ 140,116 ※ 139,930

固定資産合計 315,978 346,177

資産合計 1,905,261 1,959,167

負債の部   

流動負債   

買掛金 262,662 274,943

1年内返済予定の長期借入金 13,912 5,581

未払法人税等 87,416 35,555

その他 374,115 405,649

流動負債合計 738,107 721,730

固定負債   

その他 11,516 13,752

固定負債合計 11,516 13,752

負債合計 749,623 735,482

純資産の部   

株主資本   

資本金 356,112 356,487

資本剰余金 285,710 286,085

利益剰余金 481,220 540,643

株主資本合計 1,123,044 1,183,216

非支配株主持分 32,594 40,468

純資産合計 1,155,638 1,223,685

負債純資産合計 1,905,261 1,959,167
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年５月１日
　至　平成28年７月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年５月１日
　至　平成29年７月31日)

売上高 864,326 1,112,170

売上原価 396,821 420,730

売上総利益 467,504 691,440

販売費及び一般管理費 485,542 590,581

営業利益又は営業損失（△） △18,037 100,858

営業外収益   

受取利息 1 0

業務受託料 200 273

受取遅延損害金 － 441

保険返戻金 726 －

その他 104 453

営業外収益合計 1,032 1,169

営業外費用   

支払利息 301 100

貸倒引当金繰入額 6,890 －

営業外費用合計 7,191 100

経常利益又は経常損失（△） △24,196 101,927

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△24,196 101,927

法人税、住民税及び事業税 540 29,407

法人税等調整額 △7,705 5,222

法人税等合計 △7,165 34,630

四半期純利益又は四半期純損失（△） △17,031 67,296

非支配株主に帰属する四半期純利益 － 7,874

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△17,031 59,422
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年５月１日
　至　平成28年７月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年５月１日
　至　平成29年７月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △17,031 67,296

その他の包括利益 － －

四半期包括利益 △17,031 67,296

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △17,031 59,422

非支配株主に係る四半期包括利益 － 7,874
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成29年４月30日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年７月31日）

投資その他の資産 37,029千円 37,089千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年５月１日
至　平成28年７月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年５月１日
至　平成29年７月31日）

減価償却費 6,827千円 10,061千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年５月１日　至　平成28年７月31日）

１．配当金支払額

　　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年５月１日　至　平成29年７月31日）

１．配当金支払額

　　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年５月１日　至　平成28年７月31日）

　当社グループは住関連産業に特化したソリューション提供等のコンサルティング事業の単一セグメントであ

るため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年５月１日　至　平成29年７月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

合計
コンサルティ
ング事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 1,112,170 1,112,170 － 1,112,170 － 1,112,170

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,756 1,756 7,854 9,610 △9,610 －

計 1,113,927 1,113,927 7,854 1,121,781 △9,610 1,112,170

セグメント利益又は損

失
111,102 111,102 △7,648 103,454 △2,595 100,858

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建築・施工事業を含んで

います。

２　セグメント利益又は損失(△)の調整額△2,595千円はセグメント間取引消去額であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年５月１日
至　平成28年７月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年５月１日
至　平成29年７月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）
△２円31銭 ７円98銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会

社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

△17,031 59,422

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金

額（△）（千円）

△17,031 59,422

普通株式の期中平均株式数（株） 7,379,517 7,449,267

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － ７円57銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加額（株） － 401,430

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

（注）１．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

２．平成29年５月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っておりますが、前連結会計年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

令和２年９月30日

ハイアス・アンド・カンパニー株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 富永　貴雄　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木村　純一　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているハイアス・アン

ド・カンパニー株式会社の平成29年５月１日から平成30年４月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成

29年５月１日から平成29年７月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年５月１日から平成29年７月31日まで）

に係る訂正後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

しかしながら、「結論の不表明の根拠」に記載した事項により、当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手

することができなかった。

 

結論の不表明の根拠

会社は、売上高の架空計上などの不適切な会計処理が存在する疑義が認識されたことから、第三者委員会による調査

を実施しているが、令和２年９月28日付の中間調査報告書において、第三者委員会は、代表取締役及び財務経理・総務部

門を統括する取締役（以下、「財務経理担当取締役」という。）を含む複数の取締役による不適切な会計処理への関与又

は認識があったこと、及び、令和２年７月に財務経理担当取締役がメール保管期限を操作するという当監査法人による

メールデータ保全手続を妨害したものと評価せざるを得ない行為があったと認定している。これらについては、当監査法

人においても同様に判断しており、それらに加えて、不適切な会計処理が存在する疑義が認識された後の四半期レビュー

の過程においても、代表取締役による当監査法人に対する虚偽の説明がなされていたと判断している。このことは、結論

を表明する前提となる、経営者の誠実性について深刻な疑義を生じさせていることから、当監査法人は、上記の四半期連

結財務諸表に何らかの修正が必要かどうかについて判断することができなかった。

 

結論の不表明

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、「結論の不表明の根拠」に記載した

事項の四半期連結財務諸表に及ぼす可能性のある影響の重要性に鑑み、ハイアス・アンド・カンパニー株式会社及び連結

子会社の平成29年７月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかったかどうかについての結論を表明しない。
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その他の事項

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。な

お、当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成29年９月14日に四半期レビュー報告書を提出した。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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